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内容 

 検事から簡易裁判所判事となった経歴を持つ著者が,検事としての捜査現場での経験，また審査する立場となっ

た現在の経験の両方を活かし，逮捕・勾留の具体的事例を請求側・捜査側及び審査側の各視点から Q&A 形式で

解説しています。限られた時間的制約下で適正な処理を求められる裁判所職員,捜査機関関係者及び被疑者等に

寄り添う弁護人にとって実務を支える必携の基本書です。 

 

 

目次 

 

関連書籍 

図書 No.146 裁判と法律あらかると 
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